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第１章 公共施設白書作成の背景・目的

１ 公共施設の更新問題とは 
日本国内の公共施設の多くは、高度経済成長期の人口増加や社会環境の変化に対応す

るため、またバブル崩壊後の経済対策のために一定の時期に集中して整備されてきまし

た。今後、これらの公共施設の老朽化が一斉に進み、大規模な改修や建替更新の時期が

集中して訪れることになります。その一方で、人口減少と少子高齢化が進み、国・地方

公共団体の財政状態は厳しい状況になっていくことが予想されています。 

このような状況では、全ての公共施設に対して十分な予算を確保していくことが非常

に困難であり、今まで通りの施設管理を継続していくと、施設の安全管理にも影響が及

び、道路・橋梁・上下水道などのインフラ資産や学校など必要性の高い公共施設まで維

持できなくなる恐れがあります。 

これが「公共施設更新問題」と言われ、全国的な問題となっています。

本町では、平成 29年 3月に「公共施設等総合管理計画」を策定して、町の管理する建

築物系公共施設に加えて、道路・橋梁・トンネル・上下水道管路などのインフラ施設を

含む、公共施設等の現状と、将来の修繕・更新費用を推計するとともに、充当可能財源

についても検討を行った結果、１年あたり約 15.3 億円の財源不足が生じるとされていま

す。 

２ 公共施設白書作成の目的
上記の現状を踏まえ、本町ではこれからの公共施設のあり方を考える公共施設マネジ

メントに取組むこととし、まずは町が所有・管理している公共施設について、施設の概

要、利用状況、維持管理運営費用等を取りまとめ、今後の管理・運営に活用する目的と

して、平成 29年 3月に公共施設白書を作成しました。 

今回、本白書を活用し、適切な施設配置や施設等の長寿命化を含めた保全管理など、

将来を見据えた公共施設のあり方について、その基本方針や計画を策定し、公共施設等

の適正管理及び有効活用に努める観点から、公共施設白書を最新の状況にあわせて更新

することとなりました。 
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第２章 七ヶ浜町の概要

１ 概要
本町は、仙台市中心部から東に約20km、南は太平洋に面し、北と東は松島湾と三方

を海に囲まれ、西は仙台市、多賀城市、塩竈市と隣接する、松島湾の南西に突き出した

半島状の形態をなしています。 

町土の面積は13.19㎢(令和２年１月1日時点、令和２年全国都道府県市区町村別面積

調による)で、町の中央部がなだらかな丘陵地帯となっており、海岸部に向けて放射状に

傾斜し、起伏の変化に富んだ地形です。また、日本三景松島の一角をなし、町内の東部

が県立自然公園松島の指定を受け、海岸線に沿って特別名勝「松島」の指定を受けるな

ど、自然環境や景観に恵まれた地域です。 

古くから海と密接に関わり、生活が営まれてきた地域でもあり、海岸部には縄文文化

を今に伝える貝塚をはじめとした遺跡が多く残され、東北一の規模を誇る大木囲貝塚は

国指定史跡に指定されています。 

明治 22 年に七ヶ浜村が開村し、昭和34 年に町政施行し七ヶ浜町となって以来、本日

に至るまで「うみとひと」との関わりを大切にしたまちづくりに努めてまいりました。
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２ 人口推移と将来見通し 
本町の人口推移は、1900年代は増加が続き、2000年前後にピークを迎え、その後減少

傾向が続いています。（実際のピークは 2004年 8月の 21,722人）

本町の人口ビジョンでは、2020年以降の推計として3パターン実施しています。 

推計パターン１：国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠。

推計パターン２：国の目標値に基づき合計特殊出生率を 2030年は 1.80、2040 年以

降は2.07 に設定、2020年以降の転出入による社会増減を見込む。

推計パターン３：国の目標値に基づき合計特殊出生率を 2030年は 1.80、2040 年以

降は2.07 に設定、2020年以降の転出入による社会増減を見込まない。

2060 年の人口推計では、パターン１が 1万人強で、2010 年の約 51.7％、同じくパ

ターン２では60.5％、パターン３では70.0％となる結果となっており、いずれの推計パ

ターンにおいても人口減少が想定されています。 

これまでの人口推移 （国勢調査より） 
1940 年 1950 年 1960 年 1970 年 1980 年 1990 年 2000 年 2010 年

総人口（人） 9,278 11,618 13,054 14,204 16,393 19,523 21,131 20,416

これからの人口推計 （人口ビジョンより） 
2020 年 2030 年 2040 年 2050 年 2060 年

パターン１ 19,452 17,465 15,224 12,824 10,559
パターン２ 19,452 17,774 16,054 14,155 12,361
パターン３ 19,452 18,378 17,119 15,644 14,289

<図表 2.1 人口推移> 

人口のピーク

減少

傾向
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３ 財政状況
（１） 一般会計歳入額

平成 22年度（2010年度）までは、歳入総額が約 60億円前後で推移していました。

平成 23年（2011年）3月 11日 東日本大震災が発生したことから、平成 23年度（2011

年度）からは、災害復旧・復興のための国県等支出金が増加し、また震災復興特別交付

税の交付により地方交付税が著しく増加しています。

一方で、震災後の町民税、固定資産税などの地方税が、災害による条例減免、雑損控

除、所得の減少、家屋の倒壊等による減免免除をしたことにより減少しています。

震災から数年経過後は、災害廃棄物処理事業が平成 26年度に終了したことなどにより

国県等支出金が減少していき、東日本大震災復興交付金基金繰入金や財政調整基金繰入

金などにより繰入金が増加しています。

<図表 2.2 歳入推移> 

（億円）
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（２） 一般会計歳出額

平成22年度（2010年度）までは、歳出総額が約50億円～60億円で推移していまし

た。 

平成 23 年（2011年）3月 11日に東日本大震災が発生ことから、平成 23年度（2011

年度）からは、災害復旧・復興のための物件費が急激に増加し、また東日本大震災復興

交付金基金や東日本大震災復興基金への積立金も急激に増加しています。 

震災後数年経過した後は、物件費、積立金が減少していき、各種施設の整備や災害復

旧事業費の増加から投資的経費が毎年増加傾向にあり、平成27 年度になると投資的経費

の額が 80.4 億円と、歳出総額の約50％を占める水準となっていましたが、平成29年度

には約 30％弱にまで低減して、災害復旧事業も沈静化していることが分かります。

なお、投資的経費のみに注目すると、平成18年度（2006年度）～平成 22年度（2010

年度）の平均が 3.8 億円、平成 23年度（2011 年度）～平成 29年度（平成 2017年度）

の平均が48.1 億円と震災前の 12.7 倍となっています。 

<図表 2.3 歳出推移> 

投資的経費 単年度平均 3.8 億円 投資的経費 単年度平均 48.1 億円 
（億円）
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第３章 公共施設等の現状

１ 七ヶ浜町が保有する公共施設
七ヶ浜町が保有する公共施設を施設分類別に区分して整理しました。

（１） 建物系公共施設
大分類 中分類 主な施設 

町民文化系施設 集会施設 中央公民館、地区公民館、集会場

文化施設 国際村、プリマスハウス、陶芸館 

社会教育系施設 博物館等 歴史資料館 

スポーツ・レクリ

エーション系施設 

スポーツ施設 武道館、町民プール、アクアリーナ、サッカー

スタジアム、テニス・フットサルコート、屋内

運動場、総合スポーツセンター管理棟、野球場、

スポーツ広場 

レクリエーション

施設・観光施設

野外活動センター 

産業系施設 産業系施設 阿川沼排水機場建屋、農機具格納庫、共同乾燥

調製施設建屋、海遊ほのぼの農園管理棟

学校教育系施設 学校 亦楽小学校、松ヶ浜小学校、汐見小学校、七ヶ

浜中学校、向洋中学校 

その他教育施設 学校給食センター 

子育て支援施設 幼保・こども園 遠山保育所 

幼児・児童施設 子育て支援センター、はまぎく児童保育館、ま

つかぜ児童保育館、さくら児童保育館 

保健・福祉施設 高齢福祉施設 ミニデイサービスセンター「元気茶屋」

老人福祉センター

障害福祉施設 あさひ園 

児童福祉施設 心身障害児通園施設(まつぼっくり広場) 

保健施設 母子健康センター

行政系施設 庁舎等 役場庁舎 

消防施設 各分団消防ポンプ車置場兼待機所

その他行政施設 各地区避難所 

各地区資機材倉庫、備蓄倉庫 
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大分類 中分類 主な施設 

公営住宅 公営住宅 松ヶ浜地区町営住宅

菖蒲田浜地区町営住宅

花渕浜地区町営住宅

吉田浜地区町営住宅

代ヶ崎浜地区町営住宅

公園 公園 各公園公衆便所

その他 その他 蓮沼苑事務所管理棟

上水道施設 上水道施設 七ヶ浜町水道事業所 

遠山ポンプ場・ポンプ室 

松ヶ浜・前浜倉庫、 君ヶ岡配水池・管理棟

花渕浜配水池・減菌室、東宮浜配水池・減菌室

下水道施設 下水道施設 各ポンプ場 
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（２） インフラ施設

道路 町道 路線数（本） 386

実延長（ｍ） 99,163 

舗装延長（ｍ） 97,689 

  歩道延長（ｍ） 24,019 

  面積（㎡） 787,694 

 農道 延長（ｍ） 15,541 

橋梁 橋梁数 延長（ｍ） 橋梁面積（㎡）

 3 70 746.7

トンネル 箇所 延長（ｍ） 面積（㎡） 

 1 48 364.8

上水道  延長（ｍ）

 送水管 6,083.5

 配水管 123,903.9

 計 129,987.4

下水道  延長（ｍ）

 七ヶ浜第一処分区 26,464.39

 七ヶ浜第二処分区 88,477.43

 計 114,941.82
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２ 公共施設等の保有状況（ストック情報）

（１） 建物系公共施設

① 施設分類別の延床面積

町で所有する施設のうち、学校教育系施設の延床面積が最も多く、全体の40.2％を占

めています。続いて、公営住宅が15.9％、スポーツ・レクリエーション系施設が 13.7％

と続きます。この3分類のみで、全体の 69.8％を占めることになります。 

<図表 3.1 施設分類別延床面積> 

※建物系としてまとめているため、野球場やスポーツ広場の工作物に当たる面積を除外し

ています。 
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② 築年度別延床面積

年度別にみると、延床面積の広い学校施設やスポーツ施設の建築年度に高い数値とな

っており、1980年の前後および 1989年～1997年にかけて集中しています。また、震災

後に、七ヶ浜中学校、学校給食センター、公営住宅、各避難所などの建築を実施したた

め、2013~2015年に建築した延床面積が大きくなっています。

なお、町で所有する中で、最も古い建物は役場庁舎（1961年建築）で、令和２年時点

で 59年経過しています。

 <図表 3.2 年度別施設整備延床面積> 
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（２） インフラ施設

① 築年度別整備延長

1） 上水道 

上水道の管渠については、1962年（昭和 37年）から整備が開始されました。1971

年、1979 年に大規模に整備された後、毎年度の整備距離が増えていき、1991年にピ

ークを迎えた後は徐々に整備工事が減少しています。 

2000 年には現在の総延長の80%の管渠が整備されました。2011 年の震災後に再び

復旧や耐震対策のため整備が増加しています。 

<図表 3.3 上水道管渠 年度別整備状況> 

2） 下水道 

下水道の管渠については、1978年（昭和 53年）から大規模な布設を開始し、2002

年までの25 年間に集中して整備され、2002 年には現在の総延長の約 90％が整備され

ています。また、上水道と同様に、2011年の震災後に再び復旧や耐震対策のため整備

が行われています。

<図表 3.4 下水道管渠 年度別整備状況> 
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３ 公共施設等の費用情報（コスト情報）
町の公共施設の維持管理運営に要する費用（コスト）について取りまとめを行いまし

た。ここには指定管理先の費用も含めており、その代わり町の指定管理委託料は含めて

いません。人件費は「（職員平均給与）×（施設の維持管理、運営に関わった正規職員の

人員数）+嘱託等人件費」で算出しています。

平成 29年度における町全体の維持管理運営に要する費用総額は 17.2億円です。この

うち、運営費が最も大きく 5.1億円（全体の 29.5％）、次に維持管理費 4.4億円（全体の

25.5％）、減価償却費 4.1億円（23.7％）、人件費 3.7億円（21.4％）となっています。

<図表 3.5 町全体の公共施設の維持管理運営に要するコスト内訳> 

※ 減価償却費：固定資産は長期間にわたって使用されるため、その使用される期間（耐用年数）に応じ

て費用（コスト）として認識されるという考えから、その取得に要した支出額を、耐用年

数により各年度に配分した費用のことをいいます。耐用年数経過後の減価償却費は 0円と

なります。 

2017 年 費用総合計17.2 億円



13

施設類型別（大分類）の費用状況は次の通りです。施設類型により維持運営費用合計

に大きな差がありますが、施設規模が大きくなるほど運営費、維持管理費がかかるため、

費用合計も大きくなっています。職員もしくは指定管理先人員が常駐する施設は人件費

が高くなる傾向にあります。 

また、建築後の経過年数が長い施設が多くを占める施設類型ほど、減価償却費の比率

が減少し、逆にそれ以上の維持管理費が発生する傾向があります。

施設類型大分類 人件費 運営費 維持管理費 減価償却費 合計
町民文化系施設 82.3 36.6 83.0 70.3 272.2
社会教育系施設 5.5 1.8 2.3 1.9 11.4
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 71.1 165.7 123.5 75.4 435.6
産業系施設 0.0 0.0 0.5 3.6 4.1
学校教育系施設 7.1 79.7 115.3 73.1 275.2
子育て支援施設 141.3 192.1 9.0 13.5 355.9
保健・福祉施設 26.5 28.4 4.7 6.1 65.7
行政系施設 8.2 0.0 28.3 44.4 80.8
公営住宅 0.0 0.0 17.8 89.6 107.5
公園 0.0 0.1 2.7 2.0 4.7
その他 11.4 0.4 5.5 0.5 17.8
上水道施設 1.6 0.9 14.5 8.7 25.6
下水道施設 13.1 0.4 30.4 17.7 61.5

合計 367.9 506.1 437.5 406.7 1,718.2

（単位；百万円）
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第４章 将来の更新費用推計
総務省提供の公共施設等更新費用試算ソフトで用いられている手法で、今後 40年間

（2020~2059年）の更新費用を算出しています。なお、更新費用算出については、町が

主管していない河川や漁港は、更新費用算出の対象とはしていません。

１ 建物系公共施設の更新費用
（１） 前提条件

① 更新費用の算出方法

施設等の延床面積をもとに、次の単位面積当たり更新費用を乗じて算出しています。

1) 更新（建替）単価

公営住宅 280 千円／㎡ 

子育て支援施設、学校教育系施設 330 千円／㎡ 

下水道施設、保健・福祉施設、スポーツ・レク

リエーション系施設、供給処理施設
360千円／㎡ 

社会教育系施設、町民文化系施設、産業系施設、

行政系施設
400千円／㎡ 

その他 360 千円／㎡ 

2) 大規模修繕単価 

公営住宅、子育て支援施設、学校教育系施設 170千円／㎡ 

下水道施設、保健・福祉施設、スポーツ・レク

リエーション系施設、供給処理施設
200千円／㎡ 

社会教育系施設、町民文化系施設、産業系施設、

行政系施設
250千円／㎡ 

その他 200 千円／㎡ 
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② 建替

建替は建築後 60年経過後に実施するものとし、既存と同様の延床面積を再建築するこ

とを想定しています。また、建替期間を 3年とし、3年間均等に費用を見積もっています。

ただし、試算時点において更新時期が到来している場合は、試算時点より 10年間均等に

費用が発生するものとして試算しています。

③ 大規模改修

大規模改修は建築後 30年経過後に実施するものとし、更新単価は建替の約 6割の金額

を想定しています。また、大規模改修期間を 2年とし、2年間均等に費用を見積もってい

ます。ただし、試算時点において修繕時期が到来している場合は、試算時点より 10年間

均等に費用が発生するものとして試算しています。

（２） 建物系公共施設の更新費用

町で保有する建物系公共施設を、現状規模のまま保有し、大規模改修、更新を行った

場合、今後 40年間（2020~2059年）で総額 336.9億円、単年度平均にすると 8.4億円の

費用がかかる試算となっています。施設を建設した時期が集中しているため、更新費用

も一定の時期に集中する傾向が見られます。

2011年度以降、復興のための工事を急速に行っているため、整備後 30年目にあたる

2044年を中心に突出して大規模改修費用が生じると推計されています。

<図表 4.1 建物系公共施設更新費用> 

今後 40 年間の修繕更新費用合計  336.9 億円 

単年度あたり修繕更新費用      8.4 億円/年
（億円）
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２ インフラ資産の更新費用

（１） 道路

道路については、整備面積を更新年数で割った面積を 1年間の舗装部分の更新量と仮

定し、更新単価を乗じることにより、更新費用を算出しています。

更新年数については、舗装の打換えについて算定することがより現実的と考えられる

ことから、舗装の耐用年数の 10年と舗装の一般的な供用寿命の 12年～20年であること

を踏まえ 15年としています。したがって、全整備面積を 15年で割った面積の舗装部分

を毎年更新していくと仮定しています。

（２） 橋梁

橋梁については、更新年数経過後に更新すると仮定し、橋梁面積に更新単価を乗じる

ことにより、更新費用を算出しています。

更新年数については、建築後 60年経過後に更新するものとし、既存と同様の面積を再

建築することを想定しています。建築年度が不明の橋梁は、試算時点から 5年間均等に

費用が発生するものとして試算しています。

（３） トンネル

トンネルについては、更新年数経過後に更新すると仮定し、建築時の額を更新費用と

しています。

更新年数については、橋梁と同様に建築後 60年経過後に更新するものとしています。

（４） 上水道および下水道

上水道および下水道については、更新年数経過後に更新すると仮定し、各年度の管渠

整備延長に更新単価を乗じることにより、更新費用を算出しています。建築年度が不明

の管渠は、整備延長を更新年数で割った延長を 1年間の更新量と仮定し、更新単価を乗

じることにより、更新費用を算出しています。

更新年数については、上水道については建築後 40年、下水道については建築後 50年

経過後に更新するものとし、既存と同様の延長を再建築することを想定しています。
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（５） 更新単価

一般道路 4.7 千円／㎡

すべての橋梁 448 千円／㎡

上水道管渠 

導水管及び送水管 
～300mm未満 100 千円／m

300～500mm未満 114千円／m

配水管 
～150mm以下 97 千円／m 

～200mm以下 100 千円／m

下水道管渠 124 千円／m

（６） インフラ資産の更新費用

町で所有する道路、橋梁、上水道・下水道管渠を、現状規模のまま保有し、更新を行

った場合、今後 40年間（2020~2059年）で総額 339.1億円、単年度平均にすると 8.5億

円の費用がかかる試算となっています。上水道については徐々に増加していきますが、

整備時期が比較的に新しい下水道については、整備時期から約 50年経過する 2029年頃

からの更新費用が急激に増加する結果となっています。

 <図表 4.2 インフラ資産の更新費用>  今後 40 年間の修繕更新費用合計  339.1 億円 
単年度あたり修繕更新費用      8.5 億円/年

（億円）
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３ 公共施設全体の更新費用 
（１） 公共施設全体の更新費用

今後 40年間（2020~2059年）、現在と同様の公共施設を保有し続けた場合の更新費用

を試算したところ、40年間で 675.9億円、1年あたり約 16.9億円と算出されました。

 <図表4.3 公共施設全体の更新費用> 

（億円）

今後 40 年間の修繕更新費用合計  675.9 億円 

単年度あたり修繕更新費用      16.9億円/年
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（２） 過去の投資的経費額と今後の更新費用試算額との比較

震災復興関連予算を除外するために、震災前の平成 18年度～平成 22年度の 5年間に

かけた投資的経費の単年度平均額を用いて、従前の更新費用と今後40年間の更新費用の

単年度平均額とを比較してみると、今後は従来の約 3.8倍の更新費用が必要となる結果

となっています。 

区 分 

平成 18～22年度

(2005～2010) 
今後の更新費用試算額 比率

単年度平均A 40 年累計 単年度平均B B/A 

公共施設 1.7 億円 339.9億円 8.4 億円 494％

インフラ資産 2.7 億円 339.1億円 8.5 億円 315％

合   計 4.4 億円 675.9億円 16.9 億円 384％

※ 端数のため合計が不一致となっている場合があります。

（３） 人口あたり更新費用

町民一人あたりの更新費用を見てみると、平成 18年～平成 22年度（2005年～2010

年度）では、2.4万円/人でしたが、令和 42年（2060年）には 11.8万円/人となり、約 5

倍の負担となる計算となります。 

年 度 公共施設全体の
年間更新費用 人口推計※ 1 人あたり

単年度更新費用
平成27 年
（2015 年）

平成 18～22 年平
均 4.4 億円 18,652 人 2.4 万円/人 

平成 27 年
（2015 年）

平成 23～27 年平
均 58.8 億円 18,652 人 31.5 万円/人 

令和２年
（2020 年）

16.9 億円 19,452 人 8.7 万円/人 

令和 12 年
（2030 年）

16.9 億円 18,378 人 9.2 万円/人 

令和 22 年
（2040 年）

16.9 億円 17,119 人 9.9 万円/人 

令和 32 年
（2050 年）

16.9 億円 15,644 人 10.8 万円/人

令和 42 年
（2060 年）

16.9 億円 14,289 人 11.8 万円/人

※2015年人口は国勢調査実績値、以降は人口ビジョンの推計パターン３に基づく。 
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第５章 施設類型別の状況
施設類型の区分毎に施設に関する状況を取りまとめました。費用は平成 29年度（2017

年度）のデータとなっています。

代表建築年には、その施設を構成する建物が複数ある場合、最も主たるものの建築年

度を記載し、経過年数は 2020年時点を基準にしています。

個別の施設毎に確認すると、建物の延床面積が大きい施設の方が運営費、維持管理費

がかかるため、費用合計が高くなり、延床面積あたり総費用が高めになる傾向がありま

す。

１ 町民文化系施設 
集会施設として各公民館や集会所、文化施設として国際村、プリマスハウス、陶芸館

があります。建築後 20年前後経過する施設が多い中、中央公民館、西部地区公民が経過

年数38 年、40 年と比較的年数が経過しており、東宮浜地区交流センター、みんなの家

は震災後に整備された比較的新しい施設です。 

延床面積の広い中央公民館や国際村は、運営費、維持管理費がかかるため、費用合計

が大きくなり、延床面積あたりの総費用も大きくなっています。 

施設類型中分類 施設名称
代表
建築年
（年）

経過年数
延床面積
（㎡）

人件費
（千円）

運営費
（千円）

維持管理費
（千円）

減価償却費
（千円）

費用合計
（千円）

延床面積あたり
総費用
（円/㎡）

集会施設 中央公民館 1977 43 4,147.36 59,384 13,209 24,230 18,936 115,759 27,911
集会施設 西部地区公民館 1975 45 438.01 0 18 193 0 211 481
集会施設 汐見台南一丁目36 1997 23 165.82 0 0 207 656 863 5,205
集会施設 汐見台南第２集会所 2006 14 169.76 0 0 207 672 879 5,176
集会施設 汐見台第１分館 1991 29 149.05 0 0 210 590 800 5,369
集会施設 汐見台第２分館 1991 29 191.55 0 0 276 928 1,205 6,290
集会施設 東宮浜地区交流センター 2017 3 274.92 0 0 0 3,692 3,692 13,428
集会施設 みんなの家 2017 3 87.99 0 116 0 0 116 1,318
文化施設 国際村 1992 28 4,777.83 21,805 23,281 56,179 46,565 147,830 30,941
文化施設 プリマスハウス 1992 28 184.83 1,090 0 1,504 1,908 4,502 24,356
文化施設 陶芸館 1991 29 79.50 0 0 0 0 0 0

10,666.62 82,278.9 36,624.1 83,005.5 73,947.3 275,855.8 120,476.0合計

２ 社会教育系施設
社会教育系施設には歴史資料館があり、建築後 35年が経過しています。

施設類型中分類 施設名称
代表
建築年
（年）

経過年数
延床面積
（㎡）

人件費
（千円）

運営費
（千円）

維持管理費
（千円）

減価償却費
（千円）

費用合計
（千円）

延床面積あたり
総費用
（円/㎡）

博物館等 歴史資料館 1985 35 610.29 5,451 1,815 2,284 1,881 11,431 18,731
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３ スポーツ・レクリエーション系施設
スポーツ施設として、武道館、町民プール、アクアリーナ等の建物施設や、サッカー

スタジアム、野球場、スポーツ広場等の屋外施設があります。屋外施設については、面

積が広大であることから工作物部分を除外した建物部分のみの延床面積を表示していま

す。

武道館、町民プール、総合スポーツセンター管理棟、野球場、第１スポーツ広場、第

２スポーツ広場は築 30年を超えている状況です。

レクリエーション施設として野外活動センターがあります。これは維持管理に関して

の費用がなく、コストしては減価償却費のみという状況です。 

施設類型中分類 施設名称
代表
建築年
（年）

経過年数
延床面積
（㎡）

人件費
（千円）

運営費
（千円）

維持管理費
（千円）

減価償却費
（千円）

費用合計
（千円）

延床面積あたり
総費用
（円/㎡）

ｽﾎﾟｰﾂ施設 武道館 1978 42 750.39 248 700 394 2,112 3,453 4,602
ｽﾎﾟｰﾂ施設 町民プール 1981 39 1,258.99 10,484 12,082 15,451 4,882 42,899 34,074
ｽﾎﾟｰﾂ施設 総合スポーツセンター管理棟 1978 42 285.15 4,043 0 3,646 765 8,453 29,644
ｽﾎﾟｰﾂ施設 七ヶ浜健康スポーツセンター　アクアアリーナ 1997 23 5,974.56 51,240 135,960 95,194 37,948 320,342 53,618
ｽﾎﾟｰﾂ施設 サッカースタジアム 1996 24 1,898.98 1,668 6,960 2,563 14,483 25,675 13,521
ｽﾎﾟｰﾂ施設 屋内運動場 1994 26 1,180.07 303 2,126 483 8,933 11,844 10,037
ｽﾎﾟｰﾂ施設 テニス・フットサルコート 2013 7 47.25 346 4,781 1,298 4,189 10,614 224,631
ｽﾎﾟｰﾂ施設 野球場 1976 44 0.00 2,595 1,907 4,129 1,169 9,800 －
ｽﾎﾟｰﾂ施設 第１スポーツ広場 1978 42 0.00 173 984 334 0 1,492 －
ｽﾎﾟｰﾂ施設 第２スポーツ広場 1998 22 0.00 0 152 0 779 931 －
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設・観光施設 野外活動センター 1979 41 179.67 0 0 0 126 126 700

　 11,575.06 71,099 165,651 123,492 75,386 435,629 37,635合計

４ 産業系施設
産業系施設には阿川沼排水機場、共同乾燥調製施設建屋、農機具格納庫、海遊ほのぼ

の農園管理棟、七ヶ浜観光交流センター、菖蒲田海水浴場パトロールセンターがありま

す。

経過年数はどれも比較的短く、運営費や維持管理費がほぼ発生していない状況です。

施設類型中分類 施設名称
代表
建築年
（年）

経過年数
延床面積
（㎡）

人件費
（千円）

運営費
（千円）

維持管理費
（千円）

減価償却費
（千円）

費用合計
（千円）

延床面積あたり
総費用
（円/㎡）

産業系施設 阿川沼排水機場建屋 1999 21 104.23 0 0 483 562 1,046 10,032
産業系施設 共同乾燥調製施設建屋 2014 6 350.58 0 0 0 1,952 1,952 5,569
産業系施設 農機具格納庫 2015 5 108 0 0 0 517 517 4,787
産業系施設 海遊ほのぼの農園管理棟 1999 21 84.98 0 0 48 582 630 7,416
産業系施設 七ヶ浜町観光交流センター 2018 2 56.64 0 0 0 4,117 4,117 72,687
産業系施設 菖蒲田海水浴場パトロールセンター 2017 3 194.34 0 0 0 7,997 7,997 41,149

　 898.77 0 0 532 15,728 16,259 18,091合計
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５ 学校教育系施設
学校施設には各小学校、中学校があります。町の施設類型では最も延床面積が広く、

町全体の約 41％を占めています。亦楽小学校、松ヶ浜小学校は築50 年を経過しており、

汐見小学校も築 40 年となっていますが、小学校および中学校はいずれも耐震基準を充た

しており、耐震補強等の工事を実施済みとなっています。また、亦楽小学校、松ヶ浜小

学校は経過年数が長いため、耐用年数が経過し、減価償却費が少なくなっています。

その他教育施設として学校給食センターがあります。費用合計が 167,100 千円と高額

ですが、学校給食実費徴収として77,878 千円あるため、町の実質負担は費用合計の約

50％となっています。 

施設類型中分類 施設名称
代表
建築年
（年）

経過年数
延床面積
（㎡）

人件費
（千円）

運営費
（千円）

維持管理費
（千円）

減価償却費
（千円）

費用合計
（千円）

延床面積あたり
総費用
（円/㎡）

学校 亦楽小学校 1964 56 4,168.00 0 0 8,033 426 8,459 2,029
学校 松ヶ浜小学校 1965 55 4,779.00 0 0 7,856 4,660 12,516 2,619
学校 汐見小学校 1980 40 8,525.00 0 0 11,285 26,253 37,538 4,403
学校 七ヶ浜中学校 2014 6 7,122.99 0 0 9,743 1,731 11,473 1,611
学校 向洋中学校 1989 31 8,044.00 0 0 11,873 26,266 38,139 4,741
その他教育施設 学校給食センター 2014 6 1,240.33 7,131 79,694 66,505 13,770 167,100 134,722

　 33,879.32 7,131 79,694 115,295 73,105 275,226 8,124合計

６ 子育て支援施設
幼保・こども園として遠山保育所、幼児・児童施設として子育て支援センターや各児

童保育館があります。はまぎく児童保育館は老朽化が進んでいたことから、施設の更新

を図りましたが、子育て支援センターは築 36年を経過して老朽化が進んでいます。

子育て支援施設は保育士などの職員がいるため人件費が比較的多くなり、費用合計が

高くなっており、他の施設類型と比べると延床面積あたり総費用が高い水準となってい

ます。遠山保育所については、保護者からの児童福祉負担金の他、国や県の運営補助金

からも補てんされています。各児童保育館は延床面積が小規模のため、運営費、維持管

理費も比較的少額となっています。

施設類型中分類 施設名称
代表
建築年
（年）

経過年数
延床面積
（㎡）

人件費
（千円）

運営費
（千円）

維持管理費
（千円）

減価償却費
（千円）

費用合計
（千円）

延床面積あたり
総費用
（円/㎡）

幼保・こども園 遠山保育所 2013 7 1,069.45 92,116 192,106 5,074 8,824 298,121 278,761
幼児・児童施設 子育て支援センター 1984 36 545.94 21,805 0 2,653 2,370 26,827 49,139
幼児・児童施設 はまぎく児童保育館 2016 4 203.33 9,856 0 578 1,486 11,920 58,624
幼児・児童施設 まつかぜ児童保育館 2010 10 121.41 8,803 0 423 655 9,881 81,389
幼児・児童施設 さくら児童保育館 2012 8 98.44 8,691 0 232 199 9,123 92,671
幼児・児童施設 旧はまぎく児童保育館 1983 37 131.50 － － － － － －

2,170.07 141,272 192,106 8,960 13,533 355,872 163,991合計
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７ 保健・福祉施設
保健・福祉施設にはミニデイサービスセンター「元気茶屋」、いろりの家、老人福祉セ

ンター、あさひ園、心身障害児通園施設（まつぼっくり広場）、母子健康センターがあり

ます。 

元気茶屋 および いろりの家は、老人福祉センターに併設されており、維持管理費等

は老人福祉センターにまとめて表示しています。（いろりの家はデイサービスセンターと

しての用途は廃止しています。） 

老人福祉センター、母子健康センターは経過年数がそれぞれ 43年、48年となってい

ます。あさひ園は木造であり耐用年数を経過したため、減価償却費が0となっています。 

施設類型中分類 施設名称
代表
建築年
（年）

経過年数
延床面積
（㎡）

人件費
（千円）

運営費
（千円）

維持管理費
（千円）

減価償却費
（千円）

費用合計
（千円）

延床面積あたり
総費用
（円/㎡）

高齢福祉施設 ミニデイサービスセンター「元気茶屋」 2000 20 35.58 0 0 51 633 684 19,228
高齢福祉施設 いろりの家（デイサービスセンターD型） 1996 24 68.70 0 0 0 781 781 11,374
高齢福祉施設 老人福祉センター 1977 43 694.39 1,130 0 1,437 2,406 4,974 7,163
障害福祉施設 あさひ園 1989 31 432.38 23,088 28,447 1,724 0 53,258 123,175
児童福祉施設 心身障碍児通所施設（まつぼっくり広場） 1995 25 232.00 2,242 0 695 1,710 4,647 20,029
保健施設 母子健康センター 1972 48 580.00 0 0 821 578 1,399 2,412

2,043.05 26,460 28,447 4,728 6,108 65,743 32,179合計
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８ 行政系施設
行政系施設は、役場庁舎、消防ポンプ車庫場兼待機所、各地区避難所、各機材倉庫、

備蓄倉庫があります。

役場庁舎は町で所有する施設の中で最も築年数が経過しており、59年となっています。

耐震工事は 2010年に完了しています。

消防ポンプ車庫場兼待機所、各地区避難所、各機材倉庫、備蓄倉庫については、築年

数が短いものが多く、全体の約 2/3の施設が震災後に復興計画に基づき建築されました。

費用項目については、各個別の施設毎の把握が困難であるため、0となっており、減価

償却費が主な費用となっています。

施設類型中分類 施設名称
代表
建築年
（年）

経過年数
延床面積
（㎡）

人件費
（千円）

運営費
（千円）

維持管理費
（千円）

減価償却費
（千円）

費用合計
（千円）

延床面積あたり
総費用
（円/㎡）

庁舎等 役場庁舎 1961 59 2340.19 8,177 0 27,328 0 35,505 15,172
消防施設 消防団第１分団消防ポンプ車置場兼待機所 2012 8 98.31 0 0 64 1,161 1,225 12,459
消防施設 消防団第２分団消防ポンプ車置場兼待機所 2004 16 92.74 0 0 53 826 879 9,475
消防施設 消防団第３分団消防ポンプ車置場兼待機所 2013 7 97.89 0 0 80 1,431 1,511 15,433
消防施設 消防団第４分団消防ポンプ車置場兼待機所 2002 18 92.74 0 0 62 839 900 9,707
消防施設 消防団第５分団消防ポンプ車置場兼待機所 1994 26 92.74 0 0 50 0 50 541
消防施設 消防団第６分団消防ポンプ車置場兼待機所 1998 22 92.74 0 0 73 0 73 786
消防施設 消防団第７分団消防ポンプ車置場兼待機所 1991 29 105.60 0 0 51 0 51 480
消防施設 消防団第８分団消防ポンプ車置場兼待機所 2012 8 96.17 0 0 61 1,285 1,346 13,997
消防施設 消防団第９分団消防ポンプ車置場兼待機所 2009 11 99.36 0 0 60 1,288 1,347 13,559
消防施設 消防団第１０分団消防ポンプ車置場兼待機所 2005 15 96.05 0 0 72 752 823 8,573
その他行政系施設 遠山地区避難所 2014 6 296.46 0 0 133 3,989 4,123 13,906
その他行政系施設 湊浜地区避難所 2014 6 265.84 0 0 0 3,759 3,759 14,138
その他行政系施設 松ヶ浜地区避難所 2014 6 274.88 0 0 0 3,886 3,886 14,136
その他行政系施設 代ヶ崎浜地区避難所 2015 5 288.46 0 0 0 4,388 4,388 15,213
その他行政系施設 菖蒲田浜地区避難所 2015 5 278.45 0 0 133 4,841 4,974 17,863
その他行政系施設 要害・御林地区避難所 2015 5 255.29 0 0 0 4,493 4,493 17,598
その他行政系施設 笹山地区避難所 2015 5 211.99 0 0 0 3,268 3,268 15,414
その他行政系施設 花渕浜地区避難所 2015 5 298.38 0 0 0 4,624 4,624 15,498
その他行政系施設 七ヶ浜町防災資機材保管等施設（松ヶ浜資機材倉庫） 2012 8 162.87 0 0 14 1,077 1,091 6,697
その他行政系施設 七ヶ浜町防災資機材保管等施設（小浜資機材倉庫） 2012 8 157.25 0 0 39 1,065 1,105 7,025
その他行政系施設 消防・防災資機材保管倉庫（松ヶ浜小学校備蓄倉庫） 2006 14 38.88 0 0 0 58 58 1,481
その他行政系施設 消防・防災資機材保管倉庫（汐見小学校備蓄倉庫） 2006 14 13.53 0 0 0 58 58 4,256
その他行政系施設 消防・防災資機材保管倉庫（亦楽小学校備蓄倉庫） 2006 14 13.53 0 0 0 58 58 4,256
その他行政系施設 七ヶ浜町災害備蓄倉庫（汐見台倉庫） 1996 24 38.88 0 0 6 407 413 10,630
その他行政系施設 七ヶ浜町災害備蓄倉庫（向洋中日赤資機材倉庫） 2013 7 9.90 0 0 0 118 118 11,893
その他行政系施設 七ヶ浜町災害備蓄倉庫（汐見小日赤資機材倉庫） 2013 7 9.90 0 0 0 118 118 11,893
その他行政系施設 七ヶ浜町災害備蓄倉庫（七ヶ浜国際村日赤資機材倉庫） 2013 7 9.90 0 0 0 118 118 11,893
その他行政系施設 七ヶ浜町災害備蓄倉庫（生涯学習センター日赤資機材倉庫） 2013 7 9.90 0 0 0 118 118 11,893
その他行政系施設 七ヶ浜町災害備蓄倉庫（役場日赤資機材倉庫） 2013 7 9.90 0 0 0 118 118 11,893
その他行政系施設 七ヶ浜町災害備蓄倉庫（亦楽小日赤資機材倉庫） 2013 7 9.90 0 0 0 118 118 11,893
その他行政系施設 七ヶ浜町災害備蓄倉庫（七ヶ浜中日赤資機材倉庫） 2013 7 9.90 0 0 0 118 118 11,893

5,968.52 8,177 0 28,278 44,374 80,830 13,543合計
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９ 公営住宅
松ヶ浜、菖蒲田浜、花渕浜、吉田浜、代ヶ崎浜の各地区町営住宅があります。公営住

宅は町で所有する施設のうち約 16％を占め、2番目に広い延床面積となっていますが、

そのすべてが復興整備計画に基づき 2014年および 2015年に建築されました。

費用項目は、各棟ごとに把握が困難であるため、各地区の維持管理費を A棟に集約し

て表示しています。水道光熱費等の費用は入居者が負担するため、運営費はありません。

施設類型中分類 施設名称
代表
建築年
（年）

経過年数
延床面積
（㎡）

人件費
（千円）

運営費
（千円）

維持管理費
（千円）

減価償却費
（千円）

費用合計
（千円）

延床面積あたり
総費用
（円/㎡）

公営住宅 松ヶ浜地区町営住宅（A1～11） 2014 6 635.00 0 0 2,382 7,407 9,789 15,416
公営住宅 松ヶ浜地区町営住宅（B1～8） 2014 6 480.00 0 0 0 5,545 5,545 11,553
公営住宅 松ヶ浜地区町営住宅（C1～8） 2014 6 530.00 0 0 0 5,753 5,753 10,855
公営住宅 松ヶ浜地区町営住宅（D1～5） 2014 6 305.00 0 0 0 3,375 3,375 11,066
公営住宅 菖蒲田浜地区町営住宅（A棟） 2015 5 1,010.00 0 0 8,805 7,784 16,589 16,425
公営住宅 菖蒲田浜地区町営住宅（B棟） 2015 5 1,315.00 0 0 0 7,605 7,605 5,783
公営住宅 菖蒲田浜地区町営住宅（C棟） 2015 5 1,400.00 0 0 0 8,428 8,428 6,020
公営住宅 菖蒲田浜地区町営住宅（D棟） 2015 5 1,195.00 0 0 0 7,290 7,290 6,101
公営住宅 菖蒲田浜地区町営住宅（E棟） 2015 5 1,410.00 0 0 0 7,997 7,997 5,672
公営住宅 花渕浜地区町営住宅（A棟） 2015 5 1,140.00 0 0 4,182 5,975 10,158 8,910
公営住宅 花渕浜地区町営住宅（B棟） 2015 5 810.00 0 0 0 4,117 4,117 5,083
公営住宅 花渕浜地区町営住宅（C棟） 2015 5 780.00 0 0 0 4,252 4,252 5,451
公営住宅 花渕浜地区町営住宅（D棟） 2015 5 500.00 0 0 0 2,677 2,677 5,353
公営住宅 吉田浜地区町営住宅（A1～4） 2014 6 250.00 0 0 447 2,637 3,084 12,334
公営住宅 吉田浜地区町営住宅（B1、2） 2014 6 130.00 0 0 0 1,569 1,569 12,068
公営住宅 代ヶ崎浜地区町営住宅（A棟） 2015 5 675.00 0 0 2,028 3,928 5,956 8,823
公営住宅 代ヶ崎浜地区町営住宅（B棟） 2015 5 370.00 0 0 0 2,006 2,006 5,421
公営住宅 代ヶ崎浜地区町営住宅（C棟） 2015 5 205.00 0 0 0 1,243 1,243 6,065
公営住宅 代ヶ崎浜地区町営住宅（D棟） 2015 5 280.00 0 0 0 55 55 198

13,420.00 0 0 17,844 89,644 107,488 8,010合計

１０ 公園およびその他
公園には建物として公衆トイレがあります。湊浜緑地公園しおかぜ広場公衆便所は築

34年経過していますが、その他は経過年数 30年に至っていない状況です。

その他施設には蓮沼苑があり、経過年数 30年に至っていない状況です。

施設類型中分類 施設名称
代表
建築年
（年）

経過年数
延床面積
（㎡）

人件費
（千円）

運営費
（千円）

維持管理費
（千円）

減価償却費
（千円）

費用合計
（千円）

延床面積あたり
総費用
（円/㎡）

公園 多聞山展望広場公園公衆便所 1991 29 30.55 0 0 2,382 7,407 9,789 320,428
公園 湊浜緑地公園しおかぜ広場公衆便所 1986 34 24.10 0 0 0 5,545 5,545 230,104
公園 君ヶ岡公園トイレ 1997 23 34.20 0 0 0 5,753 5,753 168,215
公園 菖蒲田浜海浜公園トイレ 2016 4 21.12 0 0 0 3,375 3,375 159,810
公園 菖蒲田漁港緑地公園トイレ 2017 3 13.35 0 0 8,805 7,784 16,589 1,242,632
公園 吉田浜地区広場公園トイレ 2016 4 8.00 0 0 0 7,605 7,605 950,598
公園 菖蒲田浜海浜公園南側トイレ 2018 2 21.12 0 0 0 8,428 8,428 399,072
公園 花渕浜多目的広場公衆トイレ 2017 3 27.32 0 0 4,182 5,975 10,158 371,812

179.76 0 0 15,370 51,873 67,243 374,070
その他 蓮沼苑 1994 26 153.96 0 0 4,504,314 503,381 7,290 47,352

合計
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１１ 上水道施設
上水道施設には、七ヶ浜町水道事業所、遠山ポンプ場・ポンプ室、松ヶ浜・前浜倉庫、

各配水池・管理棟、減菌室があります。花渕浜配水池・減菌室、東宮浜配水池・減菌室

は経過年数 58年であり、町内で 2番目に古い施設となっています。また、遠山ポンプ場・

ポンプ室も経過年数 46年、松ヶ浜・前浜倉庫 37年と経過年数の長い施設の比率が多く

なっています。

延床面積の小さい小規模な施設については、個別の費用を把握するのが困難なため、0

となっています。また、耐用年数を経過した施設については減価償却費も 0となってい

ます。

施設類型中分類 施設名称
代表
建築年
（年）

経過年数
延床面積
（㎡）

人件費
（千円）

運営費
（千円）

維持管理費
（千円）

減価償却費
（千円）

費用合計
（千円）

延床面積あたり
総費用
（円/㎡）

上水道施設 七ヶ浜町水道事業所 1993 27 875.17 1,090 0 5,298 8,087 14,475 16,539
上水道施設 遠山ポンプ場・ポンプ室 1974 46 134.40 0 759 4,627 0 5,386 40,072
上水道施設 松ヶ浜・前浜倉庫 1983 37 63.00 0 0 3 33 36 570
上水道施設 君ヶ岡配水池・管理棟 1987 33 73.68 545 108 4,528 530 5,711 77,510
上水道施設 花渕浜配水池・滅菌室 1962 58 8.80 0 0 0 0 0 0
上水道施設 東宮浜配水池・滅菌室 1962 58 56.56 0 0 0 0 0 0

1,211.61 1,635 867 14,455 8,650 25,607 21,135合計

１２ 下水道施設
下水道施設としては各ポンプ場があります。仙塩流域下水道へ流入しているため、下

水処理場はありません。いずれのポンプ場も 1980年～1987年に集中して設置されたた

め、経過年数は 35年前後に集中しています。

大部分の施設は構造が鉄筋コンクリートですが、菖蒲浦汚水ポンプ場と小田汚水ポン

プ場のみ鉄骨造であり、耐用年数が短いため、年数経過により減価償却費が 0となって

います。人件費や運営費に差はありませんが、施設の規模によって水道光熱費等の維持

管理費にばらつきがある状況です。

施設類型中分類 施設名称
代表
建築年
（年）

経過年数
延床面積
（㎡）

人件費
（千円）

運営費
（千円）

維持管理費
（千円）

減価償却費
（千円）

費用合計
（千円）

延床面積あたり
総費用
（円/㎡）

下水道施設 亦楽汚水ポンプ場 1980 40 117.49 1,090 33 1,121 1,254 3,499 29,780
下水道施設 北遠山汚水ポンプ場 1982 38 512.34 1,090 33 14,974 1,345 17,442 34,044
下水道施設 菖蒲浦汚水ポンプ場 1985 35 36.96 1,090 35 1,745 0 2,870 77,657
下水道施設 小田汚水ポンプ場 1985 35 317.06 1,090 34 2,037 0 3,162 9,972
下水道施設 要害汚水ポンプ場 1986 34 171.36 1,090 34 1,410 1,054 3,589 20,942
下水道施設 東宮汚水ポンプ場 1987 33 93.12 1,090 33 1,105 839 3,067 32,940
下水道施設 要害浦汚水ポンプ場 1987 33 93.12 1,090 32 986 1,076 3,185 34,200
下水道施設 松ヶ浜汚水ポンプ場 1988 32 95.17 1,090 31 828 557 2,506 26,337
下水道施設 菖蒲田汚水ポンプ場 1989 31 278.15 1,090 31 2,132 2,348 5,601 20,136
下水道施設 花渕汚水ポンプ場 1991 29 280.21 1,090 31 1,208 2,822 5,152 18,385
下水道施設 吉田汚水ポンプ場 1994 26 259.30 1,090 31 1,469 4,911 7,502 28,930
下水道施設 代ヶ崎汚水ポンプ場 1995 25 51.05 1,090 31 1,364 1,463 3,948 77,338

2,305.33 13,083 390 30,381 17,668 61,522 26,687合計
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第６章 公共施設等の今後の課題

震災からこれまでの間、震災復興計画に基づき、多くの公共施設について復旧工事を

実施してきました。特に平成 25年度（2013年度）までを復旧期、平成 27年度（2015

年度）までを再生期とし、道路や上水道・下水道をはじめとするインフラ資産、アクア

リーナや国際村などの公共施設の復旧工事、七ヶ浜中学校や給食センターの建替、およ

び公営住宅、避難所、備蓄倉庫などの整備を中心に実施してきました。

しかし、まだ復旧工事を完了していない部分もあり、安全安心・快適で住みやすいま

ちづくりのために引き続き震災復興や防災対策を図っていく必要があります。

また、本町の人口は 2004年（平成 16年）8月に 21,722人というピークを迎えた後、

減少傾向が続き、2060年（令和 42年）には 14,289人と、ピーク時の 65.8％に減少する

推計となっています。これと同時に、年少人口、生産年齢人口の減少および老年人口の

増加により、少子高齢化が進んでいくことから、全体的に公共施設が余剰するとともに、

子育て支援施設や学校教育施設ではその傾向が特に顕著化する一方で、高齢者を対象と

した保健・福祉施設の需要が高まるなど、世代構成の変化によるニーズの変化が起こる

ことが予想されます。

財源の視点からは、災害復旧や施設建築の場合は、国からの復興交付金により整備す

ることができましたが、今後は生産年齢人口の減少により町税収入の減少が厳しさを増

すと見込まれます。

本町の公共施設の築年度別延床面積から、旧耐震基準が適用されていた時期である

1981年（昭和 56年）以前に整備された施設の延床面積は約 30％であり、耐震改修未実

施の施設も残っていることから、施設の必要性も踏まえて今後の施設のあり方について

検討を行っていく必要があります。町が所有する公共施設を現状の規模のまま更新して

いくと仮定した場合、今後 40年の更新費用の平均が年間 17.3億円という試算結果とな

っています。震災前の 2005年～2010年の投資的経費平均が年間 4.4億円だったことを

踏まえると、すべての施設を現状のまま維持・更新していくことは不可能と言えます。

また、震災後に一斉に整備した施設は、同じように老朽化していき、同じ時期に一斉に

更新時期を迎えることになります。

以上の課題を踏まえ、今後の施設の需要・必要性を把握しながら、施設の再編に取り

組みながら優先順位を適切に判断して公共施設等の維持に努めていく必要があります。
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